
第1回
こどもデータ連携ガイドライン検討会

2023年5月31日

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社



議題

日時：令和5年5月31日（水）15:00-16:00

形式：Teams会議

1 こども家庭庁様からのご挨拶 3分

2 検討会メンバーのご紹介 20分

3 事業概要の説明、議論 *事前説明済のため説明は割愛

4
令和4年度デジタル庁実証事業の成果（各実証団体の概要
含む）について 20分

5 意見交換 15分

6 事務連絡 2分



こども家庭庁様からのご挨拶



検討会メンバーのご紹介
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2.検討会メンバーのご紹介

本検討会は以下のメンバーで構成されます。

メンバー（50音順、敬称略）

石井 夏生利（中央大学 国際情報学部 教授）

倉石 哲也（武庫川女子大学 心理・社会福祉学部 教授）

新保 幸男（神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学部 教授）

西内 啓（株式会社データビークル 共同創業者）

能島 裕介（尼崎市こども政策監 兼 尼崎市教育委員会参与）

野戸 史樹 (柏市 こども支援室 室長)

山野 則子（大阪公立大学 現代システム科学研究科 教授）

李 炯植（特定非営利活動法人Learning for All 代表理事）



事業概要の説明、議論
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困難な状況にあるこどものSOSを早期発見、プッシュ型支援につなげる際の課題等を検証す
るこどもデータの連携の推進に向けた事業を推進しています。

3. 事業概要の説明、議論

背景

• 貧困や虐待、不登校、いじめ等の困難な状況にあるこど

もはその実態が見えにくく、支援が届きにくいという現状。

• 従来は人による観察等でこどもたちのSOSの兆候の発見

に努めていたが、より迅速かつ正確に、網羅的に行ってい

く必要がある。

• 各地方公共団体では、関係部局が分散管理しているこ

どもに関する教育・保育・福祉・医療等のデータを、データ

ガバナンス体制を構築した上で個人情報等の適正な取

扱いを確保しながら分野横断的に連携させ、潜在的に

支援が必要なこどもや家庭を早期に発見し、プッシュ型の

支援につなげることが求められている。

目的

• こどもを取り巻く環境は、貧困・虐待などますます厳しさを

増している一方、困難を抱えるこどもや家庭ほどＳＯＳを

発することが難しいことから、プッシュ型支援の重要性が指

摘されている。そこで、地方公共団体において、こどもや家

庭に関する教育・保育・福祉・医療等のデータを、分野を

越えて連携させることを通じて、情報を分析し、潜在的に

支援が必要なこどもや家庭を早期に発見し、プッシュ型支

援につなげる取組（以下、「こどもデータ連携」という。）

の推進に向けて、調査研究および実証事業の実施により

課題等の整理を行う。
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令和4年度のデジタル庁の実証結果を踏まえて、令和5年度においてはこども家庭庁でこども
データ連携に関する事業を推進していきます。

3. 事業概要の説明、議論

R4年度
デジタル庁実証事業

R5年度
こども家庭庁こどもデータ連携に関する事業

• デジタル庁の実証事業では、計7団体が参加し虐待・不登校・いじめ・
ヤングケアラーの困難の類型を対象に、自治体内（首長系部局と教
育系部局）のこどものデータ連携に取り組んだ。その結果を踏まえて実
証事業ガイドラインをＲ5年3月に公開した。

• データ連携のための仕組みの構築と、分析・検証してデータによる一次
絞り込みを行い、絞り込み結果を踏まえ人による更なる絞り込みをした
結果を支援現場に繋ぐ取組を実施。一方で支援結果を踏まえた分析
に利用したデータ項目の有効性・関連性や支援への繋ぎ方を含めた更
なる検証は見送りとなっている状況。

• Ｒ4年度の実証結果を踏まえて下記を目的に実施する。

• 困難の類型（虐待・貧困・不登校・いじめ・ヤングケアラー等）に
応じて、潜在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に発見する
ために連携が必要なデータ項目を整理し、困難の類型との関連
性及び連携方法を明らかする。

• 潜在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に発見するため、地
方公共団体内で分散管理されていたデータの連携のみならず、
地方公共団体外（NPO等民間団体、他の市町村・都道府県
等）が保有するデータの活用が有用な場合に、必要な体制やシ
ステム、個人情報の取り扱い等について整理する。

• データ連携による一次絞り込みの結果を踏まえて、人による更な
る絞り込み（データを踏まえ支援の必要性に関する協議）や支
援のために共有することが望まれる（支援を行う際に有用とな
る）データ項目やその共有のタイミング・方法等を整理する。

• 絞り込みの結果を元に、関係機関等において、支援の必要性や
具体的な支援方法等について検討がなされ、支援につなぐ取組
を実施することで、関係機関間の望ましい連携体制や課題等を
整理する。

• 今後、全国の地方公共団体がこどもデータ連携を推進する際
に参照するためのこどもデータ連携ガイドラインを策定する。

標準的なユースケース
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本事業には２つの取り組みがございます。今回のご依頼は、調査研究業務の中に設置する検
討会のメンバーとして、ガイドライン策定のため知見をいただきたいというご依頼になります。

3. 事業概要の説明、議論

こども家庭
庁

ガイドライン策定に向けたこ
どもデータ連携についての調

査研究

こどもデータ連携実証事業
の検証に係る調査研究

調査研究及び実
証を通じてガイドラ
インを策定し、R6
年度以降の各地
方公共団体での活

用を目指す

• 地方公共団体が「データ連携を手段として潜
在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に
把握し、支援につなげる事業」を実施する際
に参照することで、円滑に事業を開始できる
ようにするためのガイドライン策定。

• 各地方公共団体において、困難の類型と
データ項目の関連性、連携方法、地方公共
団体外の連携、支援への接続等について実
証を行う。

検討会を開催し、データ連携についての調査研究内容に対するフィード
バック等をいただき、全国の地方公共団体が参照しやすいガイドライン策

定につなげる。



4.15 5.00 13.300.004.155.0013.30

1010

3. 事業概要の説明、議論

デジタル庁で令和4年度に作成したガイドラインや、前述の調査研究、実証事業の結果等も
踏まえ、全国地方公共団体に展開するガイドライン策定を目指します。

令和４年６月 令和４年12月頃 令和５年３月頃

【位置付け】
・実証事業を「開始」する
に当たって留意すべき
事項をまとめたもの

実証事業の開始前
留意事項ガイドライン

【位置付け】
・デジタル庁の実証事業ガイドラ
インを踏まえ、こども家庭庁
が行う実証事業に活用。更
なる実証により地方公共団
体がこどもデータ連携を推進
する際に参照するためのこど
もデータ連携ガイドラインの策
定等を目指す。

実証事業団体等、既にこどもデータ連携に取り組む地方公共
団体が継続して取り組めるようにする「実証事業ガイドライン」

【追記項目】
・利用データ項目の選定
・個人情報の利用目的特
定等

【追記項目】
・業務手順
・システム企画
・データ準備等
・システム判定設計等
・成果分析

【位置付け】
・実証事業団体を含め、既にこどもデータ連携に取り組む
地方公共団体が引き続き事業に取り組むに当たって
留意すべき事項をまとめたもの

デジタル庁 こども家庭庁

こどもデータ連携に取り組む地方
公共団体向けこどもデータ連携ガ

イドライン



4.15 5.00 13.300.004.155.0013.30

1111

3. 事業概要の説明、議論

令和4年度デジタル庁「実証事業ガイドライン」の構成は以下となっています。
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3. 事業概要の説明、議論

検討会においては、以下の検討項目についての議論や知見をご提供いただき、こどもデータ連
携ガイドラインをよりよいものにしていきたいと考えています。

•デジタル庁が公開した「実証事業ガイドライン」について、地方自治体の現場で支援活動に取り組む職員等の視点に立った場合に、わかりやすいも
のとなるよう、こどもデータ連携に先進的に取り組む地方自治体及びこれまでこどもデータ連携に取り組んでいない地方自治体に対するヒアリング結
果を踏まえて整理する。

1.デジタル庁「実証事業ガイドライン」を踏まえた課題整理

•困難の類型（虐待・貧困・不登校・いじめ・ヤングケアラー等）に応じて、潜在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に発見するために連携が必
要なデータ項目を整理し、困難の類型の関連性及び連携手法を明らかにし、整理する。

2.早期発見に必要なデータ項目の整理について

•潜在的に支援が必要なこどもや家庭を早期に発見するため、地方自治体内で分散管理されているデータの連携のみならず、地方自治体外
（NPO等民間団体、他の市町村・都道府県）が保有するデータの活用が有用な場合に、必要な体制やシステム、個人情報の取扱いに関する
調査を実施し、整理する。

3. 地方自治体によるNPO等民間団体からの情報の取得について

•データ連携による一次絞り込みの結果を踏まえて、人による更なる絞り込み（データを踏まえ支援の必要性に関する協議）や支援のために共有
することが望まれる（支援を行う際に有用となる）データ項目やその共有のタイミング・方法等を整理し、整理する。

4.データ項目の支援現場への共有について

•４による絞り込みの結果を元に、関係機関等において、支援の必要性や具体的な支援方法等について検討がなされ、支援につなぐ取組を実施
することで、関係機関間（地方自治体内外を問わない）の望ましい連携体制や課題等を、困難の類型ごとに整理する。

５.データ連携により発見したこどもを支援につなぐ方法について

•上記１～５を踏まえ、こどもデータ連携のガイドラインを作成する。

６.こどもデータ連携ガイドライン（案）の策定
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3. 事業概要の説明、議論

調査研究業務の中で検討した事項を全10回の検討会の中で、議論・意見交換させていただ
きつつ、ガイドラインを策定していく予定です。

作業項目
令和5年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

デジタル庁「実証事業ガイドラ
イン」を踏まえた課題整理

早期発見に必要なデータ項
目の整理について

地方公共団体によるNPO等
民間団体からの情報の取得

について

データ項目の支援現場への共
有について

データ連携により把握したこど
もを支援機関につなぐ方法に

ついて

ガイドライン(案)の策定

第1回
検討会

こどもデータ連携実証事業 実証計画
実証準備

中間報告実証実施 実証実施 最終報告

マイルストン

第2回
検討会

第6回
検討会

第7回
検討会

第8回
検討会

第9回
検討会

第10回
検討会

第5回
検討会

第4回
検討会

第3回
検討会

ヒアリング
ヒアリング結果
取りまとめ

データ項目仮説・
ヒアリング・アンケート事項整理

アンケート運用検討 アンケート
実施

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

課題仮説・
ヒアリング事項

整理
ヒアリング

結果
反映

ヒアリング
ヒアリング結果
取りまとめ

ヒアリング
ヒアリング結果
取りまとめ

課題仮説・
ヒアリング事項

整理

課題仮説・
ヒアリング事項

整理

こどもデータ連携実証事業に係る検討状況の把握

(1)～(7) 、実証事業、他関連事業等を踏まえ、
ガイドライン（案）の作成※適宜検討会に諮り議論 最終化

公開に向けた
調整等

ヒアリング・アンケート結果
集計、取りまとめ

報告書等取りまとめ

課題仮説・
ヒアリング事項

整理

有識者・地方公共団体
へのヒアリング（事前・作成後）ガイドラインの構成、

概要検討

ヒアリング

アンケート
項目修正

ヒアリング結果
取りまとめ
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3. 事業概要の説明、議論

今後、検討会では以下の議題を取り扱う予定です。

回 実施時期 アジェンダ

1
5月31日(水)
15:00～16:00

全般

1. 事業概要の説明、議論（事業の目的、検討事項、スケジュール、進
め方等）

2. 令和4年度デジタル庁実証事業の成果（各実証団体の概要含む）
について

3. その他意見交換

2 6月下旬

(1)デジタル庁「実証事業ガイドライン」を踏まえた課題整理 1. 調査結果報告と議論

(4)データ項目の支援現場への共有について
2. 課題仮説の議論

3. 地方公共団体ヒアリング項目案の議論

(5)データ連携により把握したこどもを支援機関につなぐ方法につ
いて

4. 課題仮説の議論

5. 有識者ヒアリング項目案の議論

6. 地方公共団体ヒアリング項目案の議論

3 7月下旬 (6)ガイドライン（案）の策定 1. ガイドライン（案）の構成・内容について議論

4 8月下旬

(3)地方公共団体によるNPO等民間団体からの情報の取得につ
いて

1. 課題仮説の議論

2. 有識者ヒアリング項目案の議論

(6)ガイドライン（案）の策定
3. ガイドライン（案）の構成・内容について議論（第3回での議論を受
けた修正案のご報告）

5 9月下旬

(2)早期発見に必要なデータ項目の整理について

1. データ項目仮説の議論

2. 地方公共団体ヒアリング項目案の議論

3. 全国地方公共団体アンケート項目案の議論

(4)データ項目の支援現場への共有について 4. 調査結果報告

(5)データ連携により把握したこどもを支援機関につなぐ方法につ
いて

5. 調査結果報告

6 10月下旬
(3)地方公共団体によるNPO等民間団体からの情報の取得につ
いて

1. 調査結果報告

7 11月下旬
(2)早期発見に必要なデータ項目の整理について 1. アンケート取得状況の中間報告

全般 2. 実証事業中間報告の概要報告

8 12月下旬 (2)早期発見に必要なデータ項目の整理について 1. 調査結果報告

9 1月下旬 (6)ガイドライン(案)の策定 1. ガイドライン（案）策定状況の報告（事前ヒアリング結果等）

10 3月上旬 (6)ガイドライン(案)の策定 1. ガイドライン（案）策定結果の報告

本会議



令和4年度デジタル庁実証事業の成果
（各実証団体の概要含む）について



意見交換



事務連絡
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6. 事務連絡

個別説明の時に「毎月最終水曜日」とお伝えしましたが、諸事情により次回以降の検討会実
施日は、第1回検討会の議事録送付時に下記日程で調整させていただきます。

回 実施時期 アジェンダ

1 5/31 (水) 全般

2
6/21(水) or 6/22(木)
6/27(水) or 6/28(木)

(1)デジタル庁「実証事業ガイドライン」を踏まえた課題整理

(4)データ項目の支援現場への共有について

(5)データ連携により把握したこどもを支援機関につなぐ方法について

3
7/19(水) or 7/20(木)
7/26(水) or 7/27(木)

(6)ガイドライン（案）の策定

4
8/23(水) or 8/24(木)
8/30(水) or 8/31(木)

(3)地方公共団体によるNPO等民間団体からの情報の取得について

(6)ガイドライン（案）の策定

5
9/20(水) or 9/21(木)
9/27(水) or 9/28(木)

(2)早期発見に必要なデータ項目の整理について

(4)データ項目の支援現場への共有について

(5)データ連携により把握したこどもを支援機関につなぐ方法について

6
10/18(水) or 10/19(木)
10/25(水) or 10/26(木)

(3)地方公共団体によるNPO等民間団体からの情報の取得について

7
11/22(水) or 11/24(金)
11/29(水) or 11/30(木)

(2)早期発見に必要なデータ項目の整理について

全般

8
12/13(水) or 12/14(木)
12/20(水) or 12/21(木）

(2)早期発見に必要なデータ項目の整理について

9
1/18(木) or 1/24(水)
1/25(木) or 1/31(水)

(6)ガイドライン(案)の策定

10
3/5(火) or 3/6(水)
3/7(木) or 3/8(金)

(6)ガイドライン(案)の策定

次回



資料公開における留意事項

•地方公共団体やNPO・民間団体等の特定の機関の非公開情報等が含ま
れたものは、非公開とさせていただきます。

•非公開を前提とした意見や機微性が高い情報は公開することにより、誤解を
生じさせるおそれがあるため、非公開とさせていただきます。検討結果はガイド
ラインや成果報告書をご参照ください。

•各資料に記載している内容は、当該ガイドライン検討会実施時点の内容とな
ります。



EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークで

あり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立

した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限

責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個人情報の取得・

利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利に

ついては、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の

法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYに

ついて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EYのコンサルティングサービスについて

EYのコンサルティングサービスは、人、テクノロジー、イノベーションの力でビジネスを変革し、

より良い社会を構築していきます。私たちは、変革、すなわちトランスフォーメーションの

領域で世界トップクラスのコンサルタントになることを目指しています。7万人を超えるEYの

コンサルタントは、その多様性とスキルを生かして、人を中心に据え（humans@center）、

迅速にテクノロジーを実用化し（technology@speed）、大規模にイノベーションを

推進し（innovation@scale）、クライアントのトランスフォーメーションを支援します。これらの

変革を推進することにより、人、クライアント、社会にとっての長期的価値を創造して

いきます。詳しくはey.com/ja_jp/consultingをご覧ください。

免責事項

1. 本資料及び添付文書（以下、「本資料一式」という。）は、こども家庭庁と

ＥＹストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社（以下、「ＥＹ」という。）

との間で締結した令和5年4月24日付けの「ガイドライン策定に向けたこども

データ連携についての調査研究」（以下、「本業務」という。）に係る契約に

基づきこども家庭庁の便益のためのみに提供されたものであり、閲覧する他の

いかなる者（以下、「第三者」という。）のためではございません。

2. ＥＹは、本資料の情報が第三者の目的に十分なものか、又は妥当なものか、

あるいは本業務に関して、第三者に何ら表明又は保証するものではございま

せん。

3. 本資料一式を第三者へ公開した結果生じうる、あらゆる申立て又は訴訟に

ついて、ＥＹは一切の責任を負うことはございません。

EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の

構築を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライ

アント、人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本

市場における信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの

実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な

問題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、

新たな解決策を導きます。
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